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事業メニュー
・入院患者を受け入れる病床の確保、消毒等の支援
・入院医療機関における人工呼吸器、体外式膜型人工肺（ECMO）、個人防護具、簡易陰圧装置、簡易病室等
の設備整備

・重症患者に対応できる医師、看護師等の入院医療機関への派遣
・DMAT・DPAT等の医療チームの派遣
・医師が感染した場合の代替医師の確保

・帰国者・接触者外来等におけるHEPAフィルター付き空気清浄機、HEPAフィルター付きパーテーション、個
人防護具、簡易診療室等の設備整備

・新型コロナウイルス感染症対応に伴う救急医療等地域医療体制の継続支援、休業等となった医療機関の再開
等支援

・外国人が医療機関を適切に受診できる環境の整備

・軽症者の療養体制の確保、自宅療養者の情報通信によるフォローアップ
・帰国者・接触者相談センターなど都道府県等における相談窓口の設置
・患者搬送コーディネーター配置、広域患者搬送体制、ドクターヘリ等による搬送体制の整備
・都道府県における感染症対策に係る専門家の派遣体制の整備
・地方衛生研究所等におけるPCR検査機器等の整備 等

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金(案)

事業内容

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる医療提供体制の整備等について、
地域の実情に応じて、柔軟かつ機動的に実施することができるよう、都道府県の取組を包括的
に支援するための交付金を創設する。

【令和２年度補正予算案】公費2,972億円、うち国費1,490億円
【国と地方の負担割合】国１／２、都道府県１／２（市区町村事業は間接補助(国1/2、都道府県1/2)の対象）

令和２年度補正予算額（案）
1,490.3億円（国費）
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感染症病床

一般病床

感染症指定医療機関 左記以外の医療機関

・新型インフルエンザ
協力医療機関等

・公立・公的
医療機関

・その他
医療機関

【入院調整（病床の掘り起こし）】
・既存の病床に新型コロナ患者を受入

一般病床

【入院調整（病床の更なる掘り起こし）】
・不要不急の入院、手術の延期等による病床の確保

無症状病原体保有者及び軽症患者用の宿泊施設等

【病床の効率的な利用の促進】
・軽症患者等の医療機関からの転出や入院回避による医療機関の病床確保

休眠病棟等 臨時の医療機関

・休眠病棟
・廃止した病院
・オープン前の病院等

【病床の再利用等】
・患者の治療に必要な
人員や設備等の確保
が可能であれば、休
眠病棟や廃止した病
院、オープン前の病
院等の活用を検討

新たに医療従事者等の確保が必要

【病床の新設】
・必要に応じ、臨時の医
療機関の整備を検討

・臨時の医療機関ごとの
オペレーション体制等
の構築（医療スタッフ・
支援要員の確保、設備等
の調達）

・臨時の医療施設
・プレハブ病棟等

新型コロナウイルス感染症患者の受け入れ体制

軽症者等の移送
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1

病床確保等に関する国、都道府県と医療機関との役割分担（考え方）

医
療
機
関

都
道
府
県

国

○新型コロナ感染症患者の受入可否についての検討
※受入可能病床の有無・規模、必要な人員体制、設備等

＜病床の確保に関する事項＞
○推計をもとに、軽症者等に必要な宿泊施設及びそれ以外の者に必要な重症度に応じた病床の必要数の把握
〇各医療機関等における役割分担、新規及び既存入院患者に係る重症・中等症・軽症患者の割り当て・移送の方針等の策定
○医療機関への協力依頼と病床確保
・既存病棟における病床確保

 感染症指定医療機関、公立・公的医療機関等に対し、策定した役割と必要な病床の確保等への協力を要請

 医療機関との調整の中で、専門性の高い医療従事者を集中的に確保し、効率的に新型コロナ患者に対応する「重
点医療機関」を設定

・休眠病棟等の活用（使用していない病床等を稼働（再稼働）し、患者を受け入れることを検討）
・臨時の医療施設の必要性等の検討
○軽症者等向け宿泊施設等の確保の検討
※宿泊療養施設確保支援チームと協働
○上記受入医療施設等におけるマスク等感染防護具等の確保の支援

＜搬送に関する事項＞
〇患者の受入調整を行う「都道府県調整本部」を設置
※アドバイザーとなるＤＭＡＴの調整本部常駐
※搬送に関する専門家（医師会、専門家（集中治療、産婦人科、小児）など））の確保
○入院・搬送調整の実施

○都道府県に対する事前準備の具体的着手要請【厚生労働省】
〇都道府県別のピーク時の患者推計数等の把握【厚生労働省】
〇病床確保についての相談・技術的財政的支援【厚生労働省】
※マスク等の感染防護具等の確保に関する支援【厚生労働省・経済産業省】
〇臨時の医療施設等について、要請があった場合の人的支援【厚生労働省・防衛省】
○広域搬送調整についての相談・支援【厚生労働省・消防庁・防衛省】
○都道府県との連絡調整の全面的サポート【総務省】
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患者数の増加に伴う療養場所の考え方（イメージ）

● 今後、患者数の増加に伴い、全患者を入院させる現在の医療体制から、地域での感染拡大の状況によって、無症状者・軽症者（軽症者
等）については、宿泊施設療養・自宅療養を原則とするものの、軽症者等が高齢者や基礎疾患を有する者等（以下、ハイリスク患者※１と
いう。）である場合については、引き続き入院治療を行う。

● 入院患者数がさらに増加する時期には、臨時の医療施設※２において医療を提供することも視野に入れる。

※１ 高齢者、基礎疾患を有する者、免疫抑制状態にある者、妊娠している者

※２ 臨時の医療施設：医療機関に近接して設置したテントやプレハブ、または体育館や公民館等の大人数の患者を収容・管理可能な公共施設等（酸素投与可能）
を想定。

基本的な考え方

患 者 数 の 増 加

全例入院の時期 在宅移行の時期 病床が逼迫する時期

重症
（人工呼吸器管理等

が必要）

全患者 病期に関わらず

要入院
（酸素投与が必要）

ハイリスク患者
病状増悪の可能性がある時期

感染症指定病床又は
一般病床

感染症指定病床又は
一般病床

感染症指定病床又は
一般病床

病状軽快傾向の時期

臨時の医療施設
ハイリスク以外の患者

病期に関わらず

軽症・無症状
（酸素投与不要）

ハイリスク患者

ハイリスク以外の患者 自宅又は宿泊施設

集中治療室（ICU）又はハイケアユニット（HCU）
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都道府県医師
会等へ委託可
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帰国者・接触者相談センター、ＰＣＲ検査の都道府県医師会等への委託について

● 都道府県等は、帰国者・接触者相談センターの業務の全部又は一部について、地域の医師会や医療機関などに外部委託可能。

（帰国者・接触者外来を設置している医療機関への業務委託も可能）

● 委託方法の例

・ 特定の曜日や時間帯の相談への対応、医療機関からの相談や医学的知見が必要な相談への対応等の一部業務のみを委託。

・ 保健所以外の場所での電話対応（その場合は住民への周知を適切に行う）

帰国者・接触者相談センターの委託

● 都道府県等は、帰国者・接触者外来等の医療機関に対して、行政検査であるPCR検査を委託可能。

● 加えて、更なる検査体制整備のため、都道府県医師会・郡市医師会等に対して、行政検査を集中的に実施する機関としての帰国者・

接触者外来（地域外来・検査センター）の運営を委託可能。

・ 委託にあたっては、センターの運営にかかる人件費、備品費、消耗品等の費用。医療従事者への労災保険料、民間保険料等も委託料に含めることが可能。

当該委託料は都道府県を通じて国の補助対象。また、センターで使用する個人防護服等も国庫補助の対象。

● 地域外来・検査センターにおいて地域の診療所等を事前に連携先登録されている場合であって、都道府県が設置する帰国者・

接触者相談センターと情報共有等の連携がなされている場合は、地域診療所等から地域外来・検査センターに患者を直接紹介可能。

・ 地域の診療所等が、診療に基づき患者の同意を得て、地域外来・検査センターに患者を紹介した場合は、診療情報提供料の算定対象となる。

● 地域の診療所等から地域外来・検査センターへ紹介する際、及び地域外来・検査センターがPCR検査の結果や氏名・住所等の情報を

保健所に報告する際は様式の統一化による業務量軽減の観点から、事務連絡に添付した診療応報提供書の様式を原則使用する旨周知。

地域外来・検査センターの委託

令和２年３月１１日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡「帰国者・接触者相談センターの運営について」

令和２年３月４日付け健感発0304第５号厚生労働省健康局結核感染症課長通知「新型コロナウイルス核酸検出の保険適用に伴う行政検査の取扱いについて」
令和２年４月１５日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡「行政検査を行う機関である地域外来・検査センターの都道府県医師会・郡市医師会等への運営委託について」

都道府県等は、帰国者・接触者相談センターの相談業務及び行政検査としてのＰＣＲ検査を、都道府県医師会等に委託可能。
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帰国者・接触者外来の増加策・外来機能の強化策について

１．地域外来・検査センターについて

• 都道府県医師会、群市区医師会等に対して、行政検査を集中的に実施する機関としての
帰国者・接触者外来（地域外来・検査センター）の運営委託を行い、検査体制を整備す
る。

• 地域外来・検査センターに対しては、事前に連携先を登録した地域の診療所等から、患
者を直接紹介することができる。

２．ドライブスルー方式について

• かかりつけ医等を通じて、自家用車で帰国者・接触者外来を来院された方に対して、車
内に患者がいる状態で診療を行う。

• 適切な感染予防策をとった上で診療を行い、問診・診療で、ＰＣＲ検査が必要と医師が
判断した場合には、車内にいる患者に対して検体採取を行うこともできる。

5

• 感染者の拡大が続いている地域では、帰国者・接触者外来で受け入れる患者数も増加しており、
感染が疑われる患者に対して適切に診療・検査を実施する体制を早急に整える必要がある。

• 各地域ですでに行われている取組を含め、帰国者・接触者外来の増加策・対応能力の強化策を
とりまとめたため、地域の実情に応じて取組を進めるよう要請を行った（4月15日事務連絡）。

３．その他

• 帰国者・接触者外来を設置している医療機関の敷地内や隣接する土地等にプレハブや大
型テント等を設置するなどして、医療機関の施設内の診療室以外での外来診療を行う。

• 休日・夜間救急センターを活用して輪番制で外来診療を行ったり、既存の帰国者・接触
者外来への医療従事者の派遣を行ったりすることで、診療体制を強化する。8



6

（参考）ドライブスルー方式のイメージ
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（参考）鳥取県の取組（ドライブスルー方式）

【実施内容】

• 発熱者・帰国者・接触者相談センター等がＰＣＲ検査が必要と判断した方に対し、院内
感染リスクを減らし効率的に検査を行うため、医療機関の駐車場等において、医師又は
看護師による検体採取を実施。

【開始時期】

• 帰国者・接触者外来がフル稼働できないＧＷ前からを想定

7
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服
薬
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導
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ン
ラ
イ
ン
診
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（
指
針
）

診
療
報
酬

 事前に対面診療により十分
な医学的評価を行った上で、
診療計画を作成する必要

 症状の変化に対して処方す
る場合は、その旨をあらかじ
め診療計画への記載が必要

 服薬指導は対面で行わなけ
ればならない

 初診及び急病急変患者は
対面診療が原則

 新型コロナウイルス感染症を疑う患者の診
療を初診からオンラインで行うことは困難

 慢性疾患を抱える定期受診患者について、
症状に変化が生じた場合においても、電話
やオンラインにより継続的な処方や症状の
変化に対する処方が可能

 電話やオンラインにより診療が行われた場
合、電話やオンラインにより服薬指導が可
能（薬剤は郵送等により患者宅に送付）

 上記による診療等について、再診料(電話
等再診)や処方箋料、服薬指導に係る報
酬等を算定可能

通常の取扱い これまでの対応（R2.2.28及びR２.3.19事務連絡）

新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえた電話等情報通信機器を用いた診療等に関する時限的な取扱い

 在宅等の無症状・軽症の新型コロナウイル
ス陽性者に対し、診断した医師等が、電
話やオンラインにより診療することは可能

 上記による診療等について、
オンライン診療料や処方箋
料、服薬指導に係る報酬等
を算定可能

 電話やオンラインによる初診について、初診料とし
て214点を算定

 定期的に対面診療を受けていた慢性疾患を抱え
る患者に対し電話やオンラインによる診療を行なっ
た場合の管理料を100点から147点に引き上げ

 対面診療を受診した場合も含め、薬剤師が適切
と判断した場合には、処方箋の複製・偽造等を防
止し、服薬後の状況を確認することとした上で、電
話やオンラインによる服薬指導を行うことが可能

 医師が医学的に可能であると判断した範囲におい
て、初診から電話やオンラインにより診断や処方
をすることが可能（下記の点に留意）

• 濫用や横流しのリスクに対応するため、初診か
ら電話やオンラインによる診療を行う場合、麻
薬及び向精神薬の処方は不可

• 診療録や診療情報提供書等により患者の基
礎疾患の情報を把握できない場合、医療の安
全性等の観点から、処方日数は７日間を上
限とし、ハイリスク薬の処方も不可

• 地域での実効あるフォローアップを可能とするた
め、必要に応じて、対面診療への移行を促す、
または、事前に承諾を得た医療機関へ紹介

今回の対応（R２.4.10事務連絡）

 上記の時限的な取扱いに基づき電話やオンラインによる診療を行う医療機関の都道府県別のリストを厚生労働省のＨＰ上で公開。
（現在、都道府県を通じて照会をかけており、届出があった医療機関から順次掲載予定）

■上記の時限的な取扱いは、感染が収束するまでの間とし、原則として3ヶ月ごとに、感染拡大の状況、施策の実用性と実効性の確保の観点、医療安全等の
観点から改善のために検証を実施。検証に当たっては、医療機関・薬局における取組の実施状況を調査・把握し、その結果も踏まえ、都道府県単位の協議
会において、対応の実績や地域との連携状況について評価。

電話やオンラインによる診療・服薬指導の活用

医療関係者及び国民・患者への周知徹底・対応期間内の検証
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9

医療機関向けのマニュアルも公開中

URL：

QRコード：
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1

都道府県がコロナウイルス感染症患者の増加に伴い、医療提供体制が逼迫した際
に、不要不急の診療を延期等した場合に、各医療機関がコロナウイルス感染症、及
び不要不急でない一般診療それぞれに、どの程度医療従事者を派遣できるか整理

医師は医師会・大学等、看護師等は看護協会、臨床検査技師は臨床
検査技師会、臨床工学技士は臨床工学技士会が主となるなど、各職
種ごとに中心となる職能団体が都道府県と連携して医療人材の配置
調整を行う

厚生労働省より都道府県に対し、各医療機関で必要となる
医療人材の情報の提供と医療人材の配置調整の考え方の提示

国・都道府県からの情報に基づき医療関係団体にご協力いただきたいこと

＜都道府県と連携した地域の実情に応じた対応＞

資料３－１
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○ 新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えた際の、地域における医療提供体制の整備を各都道府県で進めているところ。

○ 体制の確保とともに、医療人材の確保が喫緊の課題であり、今後の感染拡大の状況に応じて、対応者の不足が想定される。

○ そのため、更なる医療人材を確保できるよう、①既に現場で従事している医療従事者の離職防止を早急に行い、併せて、②地域の
潜在有資格者の掘り起こし、③医療現場の人材配置の転換を行うことで、感染拡大時の医療提供体制の維持を図る必要がある。

具体例 想定している対応 → 必要な事務連絡を発出

①現場で従事している医療従事者の
離職防止

保育所・放課後児童クラブの優先利用等 自治体に要請

病院内保育所等が学童保育を追加的に実施 補正予算措置

身体的精神的負荷軽減のための重点的な人材配置 緊急包括支援交付金(仮称)等で措置

医療従事者向けの宿泊施設の確保 緊急包括支援交付金(仮称)等で措置

②潜在有資格者の掘り起こし

関係団体と連携 広報、関係団体に要請

職業紹介の強化 医療従事者の積極的な職業紹介をハローワークに指示

民間職業紹介事業者の活用 医療従事者募集情報を民間事業者を通じて提供

③医療現場の人材配置の転換

ニーズの高い地域への人材投入 緊急包括支援交付金(仮称)等で措置

診療科・担当分野の枠を越えた連携の促進 関係団体へ要請

都道府県調整本部の機能強化・団体等との連携強化 緊急包括支援交付金(仮称)等で措置を検討

（国）新型コロナウイルス対応に関する医療関係団体及び厚生労働省による協議会（４/23(木) ）→ 都道府県ごとの協議会

医療人材確保対策の基本的な考え方
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主な対象
既存の需給調整
ネットワーク

連携を強化する団体 考えられる対応例

医師

潜在※１医師、大学教員、
大学院生等

（育休等で休職中の医師※２約6,000人）

大学医局
ドクターバンク

など

医師会
大学(病院)
病院団体

関係学会など

入院機能の強化には主に大学・病院団体等へ、診療所
機能強化・特設外来・施設療養・自宅療養フォローアップ
などには主に医師会へ協力を依頼する。

看護師等

潜在保健師、助産師、
看護師、准看護師

（求職者※３ 約55,000人）

ナースセンター
ハローワーク

看護協会
ナースーセンターとハローワークが既に連携し、無料職業
紹介を行っている。加えて、個々の求職者への働きかけを
強化する等マッチング機能の一層の充実を図る。

都道府県衛生部局
・保健所従事者

潜在医師、保健師
民間企業

ドクターバンク
ナースセンター

公衆衛生医師確保
推進登録事業
教育機関協議会

大学(公衆衛生)
健診関係団体
看護協会

教育機関協議会

①感染症サーベイランス体制強化など保健所機能充実
のため、関係人材の派遣を大学等に依頼する。
②看護系大学・学会と連携し派遣を依頼する。

臨床工学技士

潜在技士、教員、
民間企業所属の技士

（求職者※３ 約800人）

ハローワーク 臨床工学技士会
既存の災害時協働支援システムに加え、臨床工学技士
会とハローワーク等の連携により、有資格者への積極的な
マッチングを行う。

臨床検査技師
潜在技師、教員

（求職者※３ 約2,800人）

臨床検査技師会派遣ス
キーム、ハローワーク、

学校協議会
臨床検査技師会

既存の緊急時の派遣調整に加え、臨床検査技師会とハ
ローワーク等の連携により、有資格者への積極的なマッチ
ングを行う。

薬剤師
・その他の医療従事者

潜在薬剤師、
その他の医療従事者

（薬剤師の求職者※３ 約3,500人）

ハローワーク
薬剤師会等
関連団体

薬剤師会と病院薬剤師会等の連携、その他の関連団体
とハローワーク等の連携により、有資格者への積極的なマッ
チングを行う。

※１ 育休・リタイアなどで現場を離れた者
※２ 20-50代の育休等で休職中の推計医師数
※３ ハローワークの月間有効求職者数（2020年3月度）

各医療専門職種の人材確保策（案）
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緊急的に医療人材の供給を促進する仕組み【緊急※人材確保促進プラン】

病院

求職者

民間職業
紹介事業者

CSR※

帰国者・接触者 相談センター

直接本人が各医療機関に問い合わせ契約

厚生労働省

都道府県調整本部

帰国者・接触者 外来
Push型で登録している
医療従事者などに
メール等で配信

パターン１

パターン２

新規 or 既存の登録

＜活躍が期待される職種の例＞

●外来業務
問診
医師・看護師等
検体採取
医師・看護師等・臨床検査技師

●入院業務
医師・看護師等・臨床検査技師
臨床工学技士

●事務処理
事務職

●外来業務
問診
医師・保健師・看護師等
検体採取
医師・看護師等・臨床検査技師

●事務処理
事務職

保健所

パターン３

各都道府県がパターン1-3のいずれか、あるいは組み合わせを関係団体等と相談して決める。

医師
保健師
助産師
看護師
准看護師
臨床検査技師
臨床工学技士
事務職
・・・

・・
・

民間事業者も含めた
外部人材の活用により
職業紹介を行う

在籍出向

県非常勤職員として雇用

個々の医療機関と契約

●相談センター業務
医師・保健師・看護師等

●事務処理
事務職

●相談センター業務
医師・保健師・看護師等

●積極的疫学調査
医師・保健師・看護師等

●事務処理
事務職

募集情報
(全国より受付)

集約

医師会等に
委託可能

関連
団体

※コロナウイルス感染症対策のため
の臨時的な取り組み

ハローワーク
ナースセンター

既存の取組
を強化

情報提供

資料３－２

※CSR：
企業の社会貢献活動
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非常時における過重労働や
コロナ・ハラスメント被害等

コロナ対応の長期化

陽性患者の増加やまん延の長期化
等によるスタッフへの負担増大

過重労働、極度の緊張によ
る精神的不調、離職など

現状

陽性者の発生

コロナ対応＋インターバル期間導入イメージ

増員 陽性者の対応

インター
バル確保

勤務
再開

一定期間のインター
バル期間を保証

補
充

潜在看護職員を派遣し、入浴・トイレ介助やリハビリ・
検査等への移送介助等の短時間でも可能な勤務に従事

代替看護職員の確保

・業務期間の見通しが持てる
・心身のリフレッシュ

Aチーム 勤務 休暇 勤務

Bチーム 休暇 勤務 休暇 勤務

Cチーム 勤務 休暇 勤務 休暇 勤務

Dチーム 勤務 休暇 勤務 休暇 勤務

Ｅチーム 勤務 休暇 勤務 休暇

※例示 ４週間勤務ののち、１週間休暇期間を取得する場合

コ
ロ
ナ
対
応
病
棟

病
棟
間
応
援

一
般
病
棟

病棟の体制確保

※地域の医療提供体制確保のための看護職員の派遣調整事業
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称）

※

医療人材確保対策：インターバル期間の保証等

17



医療人材確保対策の対応例１

対応例：新型コロナウイルス軽症患者を自宅等に待機とすることにより、感染症病棟を中等症以上の患者のために確保
する場合

中等症・重症者受け入れ医療機関

軽症又は無症状

軽症の療養体制の確保、自宅療養者の情報
通信によるフォローアップ【交】

〇健康管理に係る経費
・看護師等謝金、旅費等
・オンライン通信ツール 等

〇宿泊療養のための借上げ等

電話等情報通信機器を
用いたフォローアップ

常駐する保健師・看護師
（・医師）による健康管理

保健所、地域の医
師会、医療機関等

宿泊療養 自宅療養

【交】：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称） （令和２年度補正予算案 1,490億円（国費））

患者搬送コーディネーターの配置【交】
・患者搬送コーディネーターの配置に必
要な経費 等

都道府県で患者受入を調整する
機能を有する組織・部門
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医療人材確保対策の対応例２

対応例：現役の医療従事者の専門チームを重症患者の新型コロナウイルス感染症診療を行う医療機関へ派遣し、
その欠員部分を潜在有資格者を掘り起こすとともに一定の要件を満たす後方支援病院より派遣する場合

派遣

専門の
医療従事者チーム

医療従事者の派遣により
手薄になっている医療機関

重症患者の診療を行う医療機関

派遣されたチームで
ECMO等を活用し治療

地域の医療提供体制
確保のための看護職
員の派遣調整事業
（国費2.7億円）

潜在有資格者

派遣

医療機関

新型コロナウイルス感染症対応に伴う救急
医療等地域医療体制の継続支援【交】
派遣後の診療体制を構築するための経費、
派遣する医師等の旅費・宿泊費等

重症患者に対応できる医師、看護師等の
入院医療機関への派遣【交】

派遣後の診療体制を構築するための経費、
派遣する医師等の旅費・宿泊費等

医療従事者（専門の医
療従事者チーム）派遣
により手薄となる

【交】：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称） （令和２年度補正予算案 1,490億円（国費））19



医師が新型コロナウイル
スに感染し、診察不能

医療人材確保対策の対応例３

対応例：医師が新型コロナウイルスに感染して診療することができなくなり、他の医療機関が医師を派遣する場合

派遣先医療機関

派遣

注）コロナウイルス感染症の影響により休業を余儀なくされた医療機関（公的機関は除く）についても今回の雇用調整助成金の特例措置の対象となり得ます。

派遣元医療機関
調
整

医師が感染した場合の代替医師確保【交】
派遣後の診療体制を構築するための経費、
派遣する医師の旅費・宿泊費等

都道府県等

【交】：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称） （令和２年度補正予算案 1,490億円（国費））
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保育所

放課後児童クラブ

○保護者が医療職等の社会要請が強い職業等に就いている場合、優先利用の対象とするよう通知（「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関

連しての放課後児童健全育成事業の優先利用に関する留意事項について（令和２年３月４日厚生労働省子ども家庭局子育て支援課長通知）」）

○規模を縮小・臨時休業とした際に、医療従事者等の子どもの預かりが必要な場合の対応についての検討を依頼。（「緊急事態宣言後の保育所等の対応につ

いて（令和２年４月７日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、保育課、子育て支援課事務連絡）」）

○午前中から放課後児童クラブを開所する等を行った場合や、臨時休業等の際に市区町村が保護者へ返却する日割り利用料について補助。
〇自治体が児童福祉施設等へ配布する子ども用マスクの卸・販社からの一括購入等や施設の消毒に必要となる経費等の財政支援を行う。

保育所等において、医療従事者等の子どもの優先利用の再要請や医療従事者の子どもに対する預かりへの配慮をお願いする事務連絡を発出。（「医

療従事者等の子どもに対する保育所等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年４月17日厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策本部、子ども家庭局総務課少子化総合対策室、
保育課、子育て支援課事務連絡）」）

ファミリーサポートセンター

○放課後児童クラブが臨時休業等している場合、ファミリー･サポート･センター事業の活用等の代替措置を検討するよう通知。
（「緊急事態宣言後の保育所等の対応について（令和２年４月７日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、保育課、子育て支援課事務連絡）」）

○小学校の臨時休業等に伴いファミリー･サポート･センター事業を利用した場合の利用料の減免を行った場合に補助。
〇感染拡大防止策に係る財政支援を行う。（市区町村が事業所等へ配布する消毒用エタノール等の一括購入、事業所等の消毒、感染症予防の広
報・啓発などに必要となる費用）

院内保育所

○規模を縮小・臨時休園した際に、医療従事者等の子どもの保育が必要な場合の対応を市区町村に依頼。（「緊急事態宣言後の保育所等の対応について（令和

２年４月７日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、保育課、子育て支援課事務連絡）」）

○臨時休園等に伴う保育料の減免に係る財政支援を行う。
〇自治体が児童福祉施設等へ配布する子ども用マスクの卸・販社からの一括購入等や施設の消毒に必要となる経費等の財政支援を行う。

○医療従事者の勤務継続のため、小学校に就学している子どもを積極的に院内保育所等で受入れるよう依頼。（「新型コロナウイルス感染症防止のための学校

の臨時休業に関連した院内保育所の活用による子どもの居場所の確保について（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省医政局医療経営支援課、医事課、看護課事務連絡）」）

○小学校等の臨時休業に伴い、医療提供体制の維持及び子どもの居場所確保の観点から、病院内保育所等が追加的に実施する学童保育に要する経
費の財政支援を行う。

企業主導型ベビーシッター

○割引券の使用枚数の上限引き上げ、いわゆる個人事業主も利用可能とする。（「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校等の臨時休業等に関連した企業主導型

ベビーシッター利用者支援事業におけるベビーシッター派遣事業（通常分）の特例措置の延長等について（令和２年４月７日内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）事務
連絡）」）

○多様な働き方をしている労働者がベビーシッター派遣サービスを利用した場合に、その利用料金の一部を助成するとともに、ベビーシッター事
業者及びベビーシッターサービスに従事する者の資質向上のための研修、啓発活動を実施することにより、様々な時間帯に働いている家庭のベ
ビーシッター派遣サービスの利用を促し、仕事と子育てとの両立に資する子ども・子育て支援の提供体制の充実を図るための財政支援を行う。

新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえた子育て支援策
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新型コロナウイルス感染症にかかる看護業務委託事業の実例（準備中）

○事業実施主体：大阪府（大阪府看護協会へ全面委託）

○勤務場所：コロナ陽性軽症者を受け入れた宿泊施設

○就労形態：大阪府看護協会の非常勤職員

○業務内容：健康管理

○勤務期間：まずは1カ月間＋14日インターバル（疑似症者の自己隔離期間相当）

※ 既に潜在看護師が190名ほど手挙げ (4月17日現在)

人材掘り起こしの一例

地域での感染拡大により、重症者等の入院を要する患者に対する入院医療の提供に支障をき
たす可能性があることから、これを参考に全国展開を図る。
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（注１）クラスターは、自治体からの情報を基に、東北大学押谷教授、北海道大学西浦教授らによる分類。
（注２）クラスターは、現時点で、同一の場において、５人以上の感染者の接触歴等が明らかとなっていることを目

安として記載しています。家族等への二次感染は載せていません。また、家族間の感染も載せていません。
現時点での感染の発生状況や、都道府県別の感染者数を反映したものではありません。

※各自治体のプレスリリース等から厚生労働省にて取りまとめ

医療機関・福祉施設内での患者の発生状況について（報道ベース）

①「医療機関・福祉施設でのクラスターの発生状況（令和２年３月31日時点）」

②４月１日以降、集団感染等に関連するものとして報道された事案数（※）

＊新聞・雑誌記事のデータベース等から、厚生労働省が入手した情報の限りにおいて集計したもの
（４月22日時点）

区分 医療施設 福祉施設 合計

合計 高齢者福祉
施設

障害者福
祉施設

児童福祉
施設

３月３１日
まで 10 ６ ３ ２ １ 16

区分 医療施設 福祉施設 合計

合計 高齢者福祉
施設

障害者福
祉施設

児童福祉
施設

４月１日
以降 35 23 16 3 4 58

資料４－１
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          施設内感染に係る主な事務連絡等について 

 

 

【院内感染関係】 

 医療施設等における感染拡大防止のための留意点について（２／２５） 

 

 新型コロナウイルス感染症が疑われる者の診療に関する留意点（３／１１） 

 

 歯科医療機関における新型コロナウイルスの 感染拡大防止のための院内感染対策について

（４／６） 

 

 医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応について（その３）（４／７） 

 

【宿泊療養】 

 宿泊療養における感染対策（非医療従事者向け） 

YouTube （https://youtu.be/dDzIjvxMNIA） 

 

 宿泊療養・自宅療養時の感染防止対策の徹底について（４／１０） 

 

【社会福祉施設】 

 障害者支援施設における感染拡大防止と発生時の対応について（３／３０） 

 

 社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）（４／７） 

 

 介護サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症対策の再徹底について（４／２１） 

  

【物資関係】 

 「 医療機関向けマスクの医療機関等への配布について 」に関する質疑応答集（Ｑ＆Ａ）につ

いて（その４）（４／９） 

 

 Ｎ９５ マスクの例外的取扱いについて（４／１０） 

 

 新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関係職種の各学校、養成所及び養成施設における

感染防護具等の物資提供について（協力依頼）（４／１７） 

 

 サージカルマスク、長袖ガウン、ゴーグル及びフェイスシールドの例外的取扱いについて 

（４／１４） 

 

※その他の事務連絡 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

資料４－２ 
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COVID-19対策WEBフォームを用いた医療機関調査システムについて

４月８日 ４月２１日

登録医療機関数 3830病院 5365病院

うち感染症指定医療機関 262病院 394病院

報告医療機関数 2663病院 3763病院

うち感染症指定医療機関 165病院 320病院

＜活用例＞

 政府CIOポータルにおいて、各病院の医療提供状況を
可視化

 マスク等の物資の供給に活用
 空床確保状況を、患者搬送調整に活用

＜今後の課題＞

 より多くの病院からの報告をご協力いただくこと
 都道府県、医療機関等に対するフィードバック
 調査項目のブラッシュアップ

＜政府CIOポータルにおける活用例＞

＜病院の報告状況の変移＞

URL: https://cio.go.jp/hosp_monitoring_c19

資料５

110



基本情報等は
データベース保持

（※）

帰国者・接触者外来

自宅

新型コロナウイルス感染者等情
報把握・管理システム（仮）

※発行されたID、PW、ウエブブラウザの
アクセス先を受診者に渡す

① 氏名、性、住所、メールアドレス、電話
番号、渡航歴、症状等をシステムに入力。

②ＰＣＲ検査結果の入力

病院

ウエブブラウザにアクセスし、毎日、
健康状態を入力

保健所職員（又は委託を受けた者）

本人（発熱等）
帰国者・接触者相談センター（保健所）
※医師会等への委託あり

・PCR検査の実施

・検査結果待ち

・入院（陽性、検査結果待ち）

ホテル等

自宅

・待機（スマホから入力）

受診

電話相談

帰宅

検査を待たず
重症者入院

・待機

軽症者

軽症者（自宅不可、
ベット満床）

入院必要

保健師・看護
師が状況確認

感染者等情報DB

医師会・診療所等

オンライン健康フォローアップ

自身又は保健師等が健康状態を入力

症状等を入力

濃厚接触者
保健所

電話等で確認
※濃厚接触者に発行されたID、PW、ウエ
ブブラウザのアクセス先を濃厚接触者
に渡す

氏名、症状等をシステムに入力

状況変化、退院等を入力

クラウド

陽
性
＋

陰
性
－

指示

病院（必要に応じて保健所職員）

入力勧奨

入力勧奨

陰性（※）

ID管理

ブ

ラ

ウ

ザ 必要な統計データ
の作成

ウエブブラウザにアクセスし、毎日、健康状態を入力

保
健
所
Ａ

保
健
所
Ｂ

保
健
所
ｎ

感染者等ＩＤ

入力勧奨

構築予定システム

厚生労働省

本人（又は家族）

閲覧者
・厚生労働省職員
・都道府県職員
・保健所職員 など

（検討中）新型コロナウイルスの感染者等情報を効率的に把握・管理するシステムのイメージ
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